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ＢＣＰ（事業継続計画）研究会が発足

～東日本大震災における企業被害と復興に関する公開講演会を開催～

県では、一昨年度の新型インフルエンザ発生を契機に、地震や風水害などの災害、大事故発生時に企

業のコア事業を存続させるための準備を平常時から行う「事業継続計画（ＢＣＰ）」の普及を目的とし

た「事業継続マネジメント（ＢＣＭ）プロジェクト」を展開しています。

このたび、本プロジェクトの一環として、ＢＣＰの策定に関心を持つ県内企業の情報交換、研鑚の場

として、「岐阜県ＢＣＰ研究会」を立ち上げることとなりました。本研究会では、昨年１１月に実施し

た「ＢＣＰ普及中核人材養成講座」の受講者を中心に、今後、ＢＣＰ策定に本格的に取り組もうとする

県内企業等の参加を募ることとしております。

ついては、本研究会の第１回会合として、東日本大震災における企業被害と復興の取り組みの現状に

関する講演会を、下記のとおり広く県内企業等に開放する形で開催しますのでお知らせします。

（※）事業継続計画：BCP  (Business Continuity Plan)  
企業が自然災害や事故などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核

となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続の

ための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。

記

１ ＢＣＰ研究会第１回会合（公開講演会）について

（１）日時 平成２３年５月２０日（金）１０：００～１２：００

（２）場所 大垣市情報工房 ５階スインクホール

大垣市小野４丁目３５－１（ソフトピアセンタービル隣）Tel:0584-75-7000

（３）内容

①岐阜県ＢＣＰ研究会について

②記念講演

テーマ：東日本大震災における企業被害の拡大と今後の復興への道筋

講 師：渡辺研司（わたなべ けんじ）

ＮＰＯ法人事業継続推進機構副理事長

名古屋工業大学大学院工学研究科教授兼リスクマネジメントセンター防災安全部門長

※本講演会では、国内で唯一のＢＣＰ専門機関である「ＮＰＯ法人事業継続推進機構（BCAO）」副

理事長であり、震災直後から岩手県災害対策本部における企業被害状況の把握や復旧支援、また

サプライチェーンを介した被害拡大の調査にあたられた渡辺研司名古屋工業大学大学院教授から、

被災した企業の影響がどのように全国に広がったか、また、国内の企業はどのように対応したの

かをご報告いただくとともに、今後の復興の道筋についてご講演いただきます。

（４）参加費 無料

※本講演会は、どなたでも参加可能です。

（５）定 員 ２００名（申し込み先着順）

インターネットでの情報提供

提供予定日 ５月１２日



２ 「岐阜県ＢＣＰ研究会」について

（１）活動内容

本県におけるＢＣＰ普及を推進するための中核組織として県が設置するもので、ＢＣＰに関心のあ

る県内企業等をメンバーとして、先進事例の調査や、先進企業・専門家を招いた事例発表会の開催な

ど、ＢＣＰに関するレベルアップと企業相互間の交流・研鑚を図ることとしています。年４～５回の

ペースで会合を開催する予定です。

（２）参加メンバー

・昨年１１月に県が実施した「事業継続計画（ＢＣＰ）普及中核人材養成講座」の受講者１９人（自

動車・機械部品や薬品等のメーカー実務担当者、商工会議所や商工会等産業支援機関の職員等）に

より発足いたします。

・今後、ＢＣＰ策定の実績がある県内企業やＢＣＰの策定を予定している意欲ある県内企業等に呼び

かけを行い、会員の増大を図る予定です。（今回の公開講演会でも説明を行います）

３ 県におけるＢＣＰ普及に向けた取り組み

県においては、平成２１年度より、ＢＣＰ普及に向けた取り組みを本格的に行っておりますが、今

年度はＢＣＰ研究会のほか、下記の事業を予定しています。

（１）ＢＣＰ普及・指導人材の育成

・緊急雇用創出基金を活用し、本県におけるＢＣＰ普及・指導ができる中核人材を育成するため、「Ｂ

ＣＭ（事業継続マネジメント）普及員」５人を育成する事業を実施。

・本年６月より事業継続計画策定指導能力養成研修やファシリテータースキル研修など、集中的な人

材育成を行い、特定非営利法人事業継続推進機構が認定する「事業継続主任管理者」の資格取得を

目指す。

（２）ＢＣＰの策定支援

・上記事業のＯＪＴとして、ＢＣＰ策定に意欲を持つ県内企業５社において、ＢＣＰの策定を実地で

支援。さらに、ＢＣＰ策定後の改善、図上訓練、社内での経営者報告会なども実施。７月頃より実

施予定。

（３）ＢＣＰの周知・啓発

・株式会社大垣共立銀行と締結した「防災協力に関する協定」に基づく同行との連携事業として、Ｂ

ＣＰの概要を周知し、県内企業における取り組み開始に向けた意識付けを主な目的としたセミナー

を実施。１０月頃開催予定。

・さらに、上記事業で育成されたＢＣＭ普及員が講師となり、県内の複数地域で小規模の普及セミナ

ーを開催。２４年１～３月に実施予定。


